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第１ 平成 19 年度上半期の財政状況 

 
 
 
 
Ⅰ 補正予算のポイントは何ですか。 －予算編成のポイント－ 
 
 平成１９年３月２５日に発生した能登半島地震は、本県に甚大な被害をもたらしたことから、その復

旧・復興対策について補正予算を編成し対応することとしました。 
 ４月１７日には、緊急の対応が不可欠の、被災者に対する救助のほか生活再建・健康管理等の支援や、

被災企業への支援、観光面の風評被害対策等を盛り込んだ補正予算を専決処分し、これらの対策に取り

組むこととしました。 
 ６月補正予算では、公共土木施設等の災害復旧事業のほか、被災地の復興・被災者の自立支援に向け

た取り組みを支援する復興基金、中小企業支援のための被災中小企業復興支援基金の二つの基金の設置

など、地震被害からの本格的な復旧・復興の実現を図ることとしました。 
 また、９月補正予算では、梅雨災害や中越沖地震等に伴う災害対策をはじめ、情勢の変化を踏まえ、

新たな対応が必要になった施策に取り組むこととしました。 
 
 
Ⅱ どのような事業が盛り込まれているのですか。 －補正予算の重点施策－ 

 
<４月補正予算> 

１ 被災者に対する救助（災害救助法に基づく被災者の保護など） 

   ・応急仮設住宅の設置 
   ・被災住宅の応急修理 
   ・避難所の設置、炊き出し、学用品の支給など 
 
２ 被災者の生活再建等の支援 

   ・被災者の生活再建支援 
   ・被災住宅再建利子補給金制度の創設 
   ・災害援護資金の貸付 

 
３ 被災者の健康管理等の支援 

   ・被災高齢者の健康サポート 
   ・被災高齢者の介護施設への避難支援 
   ・被災地における妊産婦へのケア 
   ・被災者のこころのケア 
  
４ 災害弔慰金の支給 

    
５ 被災企業に対する支援 

   ・能登半島地震対策融資の創設 
   ・能登半島地震対策資金利子・保証料の助成 
   ・制度融資の償還猶予の条件緩和 
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６ 風評被害への対策 

   ・「元気宣言、能登。」観光キャンペーンの実施 
   ・輪島塗の首都圏緊急キャンペーンに対する支援 
    

 
<６月補正予算> 

 １ 災害の早期復旧 

   ・公共土木施設、能登有料道路、能登空港、農林水産業施設、社会福祉施設、県立学校など 
 
 ２ 復興に向けた支援 

   ・復興プランの策定 
   ・被災地の復興・被災者の自立支援 
     能登半島地震復興基金の設置 
   ・中小企業の再建・復興 
     能登半島地震被災中小企業復興支援基金の設置 

 
 ３ 震災対策の強化 

   ・地域防災計画の見直し 
    

 
<９月補正予算> 

 １ 災害の早期復旧と２次災害の防止 

   ・土木施設等災害復旧 
   ・土砂災害防止対策 

 
 ２ 柴山潟の浸水対策 

   ・堤防の嵩上げ、水門の設置 
 
 ３ 交流・物流拠点連結道路の整備 

   ・北陸自動車道安宅ＰＡスマートＩＣ 
 
 ４ 金沢港物流機能の強化 

   ・大水深岸壁暫定供用（Ｈ２０年秋）に向けた引船の配備 
 
 ５ ふるさと就職の促進 

   ・合同企業説明会の開催、企業情報誌の提供 
 
 ６ 産業界のニーズに対応したものづくり人材の育成 

   ・高等学校（工業科）における生徒・教員の企業実習・研修など 
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○ 上半期補正予算は、総額 848 億円となり当初予算と合わせた予算規模は 5,983 億円、平
成１８年度９月現計予算に比べ、15.7％増となりますが、これは能登半島地震の復旧・復
興対策のため４月および６月を中心に３回にわたり補正予算を編成し対応したことによる

ものです｡ 

 
投資的経費 
 道路、学校、公営住宅の建設等その支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がストックと

して将来に残るものに支出される経費で、普通建設事業費及び災害復旧事業費からなっていま

す｡普通建設事業のうち、国の補助金･負担金を受けて行う事業が「一般公共事業」、国からの

補助金を受けることなく独自に事業を実施する事業が「一般単独事業」です。 
 
一般行政経費 
 すべての行政事務に要する経費から、人件費、投資的経費、維持補修費、公債費を除いたも

のですが、一般的には、投資的経費がハード整備に要する経費であるのに対し、一般行政経費

は産業振興、少子化対策、観光振興、環境対策などのソフト事業に要する経費ということがで

きます。 

ひとくちメモ

歳出性質別予算
平成１９年度９月 平成１８年度９月 増減率

現計予算額 現計予算額 （Ａ－Ｂ）
Ａ Ｂ Ｂ

1 - - - - 162,293,014 161,447,014 0.5

2 1,851,000 19,637,530 2,472,868 23,961,398 135,424,996 122,887,451 10.2

一 般 公 共 事 業 - 2,583,610 428,091 3,011,701 54,930,367 58,809,053 △ 6.6

国 庫 補 助 建 設 事 業 1,800,000 307,098 10,138 2,117,236 5,677,718 3,954,688 43.6

一 般 単 独 事 業 - 399,856 456,811 856,667 37,348,964 39,472,942 △ 5.4

災 害 復 旧 事 業 51,000 16,346,966 1,549,028 17,946,994 21,804,005 5,287,806 312.3

国 直 轄 事 業 費 負 担 金 - - - - 14,580,990 14,436,891 1.0

受 託 事 業 - - 28,800 28,800 1,082,952 926,071 16.9

3 - - - - 1,499,956 1,499,956 0.0

4 2,618,675 58,042,000 168,551 60,829,226 205,588,823 140,278,744 46.6

国 庫 補 助 の あ る も の 730,375 - 63,000 793,375 44,782,655 42,484,756 5.4

国 庫 補 助 の な い も の 1,888,300 58,042,000 105,551 60,035,851 160,806,168 97,793,988 64.4

5 - - - - 93,528,835 91,068,001 2.7

4,469,675 77,679,530 2,641,419 84,790,624 598,335,624 517,181,166 15.7

△印減（単位：千円、％）

土 木 施 設 維 持 補 修 費

一 般 行 政 経 費

公 債 費

職 員 費

投 資 的 経 費

区　　　　分
６月補正予算額４月補正予算額

上半期補正予算額

９月補正予算額 合計

合　　　　　　　　　　　　　　　計

Ⅲ  予算額はいくらですか。 －一般会計補正予算と現計予算の状況－ 
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公債費 
 地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金及び一時借入金利子の合算額をいい、人件

費、社会保障関係経費（社会保障関係経費とは、扶助費（介護保険などの高齢者対策、子育て

支援、障害者施策などの経費）に児童手当費や国民健康保険関連経費などの経費を加えたもの

を言います｡）とともに義務的経費ですが、人件費や社会保障関係経費と違い、過去の債務の

支払いに要する経費です｡ 
 
借換債 
 県債の借入は、一定年限の固定金利で行われていますが、借換債とは借入先（民間金融機関

等）との借入契約に基づき償還期間の途中で、残金をその時点の利率により借り換える（残金

を全額返還し、同額を借入）ことで、借入残金には影響しません｡ 

歳出目的別予算

平成１９年度９月 平成１８年度９月 増減率

現計予算額 現計予算額 （Ａ－Ｂ）

Ａ Ｂ Ｂ

1 - - - - 1,257,516 1,247,784 0.8

2 4,295,875 2,000 80,778 4,378,653 65,712,679 59,955,946 9.6

3 - 51,040,000 57,000 51,097,000 65,522,474 13,633,560 380.6

4 19,800 307,098 7,000 333,898 61,956,322 61,586,010 0.6

5 - - - - 3,004,994 3,527,127 △ 14.8

6 103,000 7,000,000 15,000 7,118,000 26,907,259 19,692,422 36.6

7 - 682,421 40,911 723,332 38,887,629 39,439,666 △ 1.4

8 - 2,285,509 770,619 3,056,128 74,045,303 77,638,019 △ 4.6

9 - - 90,424 90,424 26,975,402 28,026,042 △ 3.7

10 - 15,536 30,659 46,195 118,080,611 114,981,561 2.7

11 51,000 16,346,966 1,549,028 17,946,994 22,164,505 6,119,240 262.2

12 - - - - 93,620,930 91,133,789 2.7

13 - - - - 200,000 200,000 0.0

4,469,675 77,679,530 2,641,419 84,790,624 598,335,624 517,181,166 15.7

※対前年度比較の便宜上、平成１９年度の組織改正等を踏まえ、平成１８年度９月現計予算額を組み替えています。

４月補正予算額

上半期補正予算額

△印減（単位：千円、％）

土 木 費

６月補正予算額 ９月補正予算額 合計

警 察 費

議 会 費

区　　　　分

企 画 県 民 文 化 費

健 康 福 祉 費

環 境 費

商 工 観 光 労 働 費

農 林 水 産 業 費

総 務 費

合　　　　　　　　　　　　　計

予 備 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひとくちメモ
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一般会計９月現計予算の推移

5,798 5,726 5,469 5,261 4,959 5,135

821192

208 56
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5626

26

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

Ｈ９ 15 16 17 18 19 （年度）

（億円）

９月補正予算

６月補正予算

当初予算

6,006
5,172

5,781 5,495 5,318
5,983

歳入  自主財源・依存財源別（現計予算）

県税
26.3%

県債
22.6%

地方交付税
20.3%

国庫支出金
12.0%

自主財源
44.5%

依存財源
55.5%

諸収入
8.0%

繰入金
 3.6%

分担金及び
負担金等
2.6%

地方譲与税等
0.6%

地方消費税
清算金
4.0%

総額
5,983億円

歳入  一般財源・特定財源別（現計予算）

県税
26.3%

地方交付税
20.3%

県債
22.6%

諸収入等
14.2%

国庫支出金
12.0%

地方消費税
清算金等
4.6%

一般財源
51.2%

特定財源
48.8%

総額
5,983億円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）1 棒グラフ、円グラフとも借換債・借換債充当公債費を除いたものです｡ 

      2 平成１７年度の９月補正予算には知事専決予算が含まれています。 

      3 平成１９年度の６月補正予算には４月補正（知事専決）予算が含まれています。 

     4 端数処理のため内訳が合計に一致しない場合があります｡ 
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歳出  性質別内訳(現計予算)

給与等
24.0%

公債費
15.6%

一般行政経費
34.4%

公債費
15.6%

国庫補助の
ないもの
26.9%

国庫補助の
あるもの
7.5%

一般公共事業
9.2%

退職手当
3.0%

恩給及び
退職年金
0.1%

国庫補助
建設事業
1.0%

一般
単独事業
6.2%

国直轄事業費
負担金
2.4%

受託事業
0.2%

災害復旧事業
3.6%

投資的経費
22.6%

職員費
27.1%

土木施設維持
補修費
0.3%

総額
5,983億円

歳出  目的別（款別）内訳（現計予算）

教育費
19.7%

公債費
15.6%

土木費
12.4%

健康福祉費
10.4%

総務費
11.0%

企画県民
文化費
11.0%

警察費
4.5%

商工観光
労働費
4.5%

予備費
0.0%

議会費
0.2%環境費

0.5%
災害復旧費
3.7%

農林水産業費
6.5%

総額
5,983億円
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（コラム） 

 
１ 復興プランの策定趣旨及び計画期間 

 平成１９年３月２５日に発生し、県政史上未曾有の大震災となった能登半島地震について、被災地

や被災された方々の個々のニーズを踏まえながら、既存の諸制度や新たに創設された「復興基金」と

「被災中小企業復興支援基金」という二つの基金を活用し、地元市町とも連携の上、復旧・復興に向

けた施策を総合的、網羅的に進めることにより、一日も早く被災地の復旧・復興がなされるよう、こ

の計画を策定しました。計画期間は、短期間に集中的に事業を実施するため、平成１９年度を初年度

とし、平成２３年度を目標年次とする５年間としており、必要に応じて見直しを図ります。 

 

２ 復旧・復興の基本的な視点 

  能登半島地震は、過疎化・高齢化が著しい地域で発生した震災であることから、その復旧・復興に

向けては、①高齢者等の住み慣れた地域での安全・安心な暮らしの再建、②能登の風土に根ざした特

色ある産業の再建・復興による地域経済の活性化、③地域コミュニティの再生による持続可能な地域

づくり、④観光面での風評被害の払拭といった視点に重点を置き、「持続可能な能登の再生と創造」

を目指します。 

 

３ 施策の特徴 

（１）安全・安心な暮らしの再建 

 震災からの復興にあたっては、住まいの確保が何よりも大切であることから、先ずは、自力再建

を後押しできるよう、安全・安心面や県産材活用、能登らしい景観に配慮した住宅を建設する場合

等に、「復興基金」を活用し支援します。一方で、自力再建が困難な方に対しては、地元市町によ

る公的賃貸住宅の建設の促進や、「復興基金」により民間賃貸住宅への入居を支援します。 

（２）産業の再建・復興 

被災地の真の復興を図るためには、地域産業の力強い復興により地域経済が活力を取り戻すこと

が大切であり、「被災中小企業復興支援基金」を活用し、産業基盤の復旧支援を行うとともに、産

業の担い手が意欲を持って取り組むソフト事業についても支援を行います。また、農林水産業につ

いても、従事者のさらなる減少等を食い止めるため、「復興基金」を活用し、国の災害復旧事業で

対応できない小規模な復旧等についても支援します。 

（３）持続可能な地域づくり 

地震の直接の被害のほか、地震を契機とした地域コミュニティの崩壊が懸念されるため、コミュ

ニティ活動を支えてきた集会所等の共用施設の復旧や、長年継承されてきたお祭り等の地域の主体

的な活動に対して「復興基金」により支援するなど、地域コミュニティに対するハード、ソフト両

面にわたる総合的な施策を進めます。 

（４）風評被害の払拭 

 風評被害による観光客の減少により、能登の主要産業である観光産業が大きな痛手を受けている

ため、能登が元気を取り戻し、一人でも多くの方の来訪を心待ちにしていることを発信するととも

に、地震を契機にこれまで以上に石川の魅力ある観光地、観光資源をアピールするなど、「被災中

小企業復興支援基金」等を活用した積極的な誘客促進活動を展開し、被災地をはじめ本県全体のイ

メージアップを図ります。 

「能登半島地震復興プラン（第１次計画）」について 
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第２ 平成 18 年度決算の状況 

 
 
 
 
 

Ⅰ 平成 18 年度の決算は総じてどうでしたか。 
 
  歳入面では、製造業を中心とする企業の業績回復基調を反映し、法人関係税（法人事業税、法人県

民税）が４年連続で増加（対前年度比＋29.0%）したことなどから、県税は３年連続で増加しました。 
  しかし、県税収入の太宗を占める法人関係税は、未だピーク時（平成３年度）の 85.0％の水準にあ
り、業種や企業規模によりバラツキが見られ、今しばらくその動向を見極める必要があります。 

（対前年度比＋13.2％、県税に歳入･歳出相殺後の地方消費税清算金を加えた実質県税ベースでは、対
前年度比＋12.5%） 
これに加えて、三位一体の改革により国庫補助負担金が減額され、暫定的に所得譲与税に振り替え

られたことなどから、一般財源の総額は増加しました。(前年度比＋5.5％) 
また、三位一体の改革による国庫補助負担金の減額に加え、後述の歳出の減額に伴い国庫支出金、

分担金及び負担金などの特定財源が減少（前年度比△16.9％）したため、歳入総額は 5,230億円（対
前年度比△3.1％）となりました。 

 
歳出面では、投資的経費については、依然として全国に比して高い水準にあることから、地域経済

や雇用情勢にも配慮しつつ、重点化やコスト縮減にも努め、標準財政規模に対する割合を全国平均を

目途に抑制することとした結果、減少しています。（対前年度比△14.3%） 
職員費や一般行政経費についても、職員数の前倒し削減の実施、知事などの特別職の給与減額措置

の延長、一般職の管理職手当の減額措置、その他徹底した事業の見直しなど経費の効率的な執行に努

めたことなどにより、歳出総額は 5,175億円（対前年度比△3.2％）となりました。 
その結果、歳入から歳出を差し引いた形式収支は、55億円余の黒字、さらに翌年度へ繰り越す事業

のために確保すべき財源を除いた実質収支は、7 億円余の黒字となりましたが、平成１６年度の実質
交付税大幅削減（本県△224 億円）の影響は大きく、財政調整基金、減債基金を合わせて 25 億円の
取り崩しを余儀なくされました。今後も、昨年「財政の中期見通し」でお示ししたように、当面採り

うる対策を行ったうえでも、今後５年間（平成１９～２３年度）累計で 740億円もの収支不足が見込
まれる極めて厳しい状況にあります。 

 
平成１８年度決算における経常収支比率 92.8％（全国平均 93.5％）は、国の経済対策に呼応して発

行した県債の償還が本格化することに伴い公債費が増加したものの税収の大幅な伸びにより、横ばい

となりました。しかし、今後は公債費の増に加えて高齢化社会の進展による医療・介護関連経費とい

った社会保障関係経費、団塊の世代の職員の大量退職による退職手当といった義務的経費の増加が見

込まれるなど、極めて厳しい状況が予想されます。 
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平成18年度一般会計決算の状況

平成１８年度 平成１７年度
決算額 決算額 (A)-(B)
（A） （Ｂ） (B)

歳 入 522,981,312 539,754,514 △ 16,773,202 △ 3.1

歳 出 517,460,570 534,528,025 △ 17,067,455 △ 3.2

歳 入 歳 出 差 引 収 支
（ 形 式 収 支 ） 5,520,742 5,226,489 294,253 5.6

繰越明許費・事故繰越の翌年
度への繰 り 越すべ き 財源 4,766,583 4,473,812 292,771 6.5

実 質 収 支 754,159 752,677 1,482 0.2

（注）端数整理により、計数が一致しないことがあります。

          △印減 （単位：千円、％）

率額(A)-(B）
区 分

増　　　　　減

実質公債費比率の将来推計
(財政の中期見通しにＨ１９年度補正を加味)

12%

14%

16%

18%

20%

22%

24%

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

年　度

実
質
公
債
費
比
率

300

350

400

450

500

550

600

公
債
費

公債費（30年化後）

実質公債費比率
（30年化後）

実質公債費比率
（見直し前）

(億 円)

Ｈ２２に
１８％を超える
→起債許可団体

Ｈ２３ピーク

また、実質公債費比率については、13.4％（全国平均 14.4％）となっていますが、下のグラフにお
示ししたとおり、昨年の秋に公表した「財政の中期見通し」をベースに今年度の地震災害などの補正

予算を加味した将来推計をいたしました。平成４年度以降、国の経済対策に呼応する形で積極的に公

共投資を実施してきた結果、公債費の償還期間の延長（２０年→３０年）により、公債費の負担の平

準化に努めているものの、平成２２年度には、県債の発行に国の許可が必要（起債許可団体）となる

18％のラインを突破する見通しとなっています。 
 起債許可団体への転落を防止し新長期構想の実現といった今後の財政需要に備えるためにも、更な

る対策を講じ、自立的かつ持続可能な行財政基盤を確立することが急務であり、そのため、「石川県

行財政改革大綱２００７」にもとづき、歳入の確保や職員費の削減、一般行政経費･投資的経費の抑

制など歳出全般にわたる聖域なき見直しを行うことが必要であると考えています。 
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○ 県税は、法人関係税が対前年度比 29.0％、117 億円と４年連続の増収になるなど、全体として
対前年度比 13.2%、165億円と３年連続で増加しました｡ 

○ 地方交付税は、対前年度比 2.1％、29億円の減となりました。  
○ 県債は、地方債発行抑制や事業費の縮減に努めたことや臨時財政対策債の発行額が減少したた

め、対前年度比 14.0％、118億円の減となりました。 

（注）１ ( )は対前年度増減率（％）です。 

２ 端数処理のため内訳が合計に一致しない場合があります｡ 
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地方交付税
26.5%

県債
13.8%

国庫支出金
12.0%

自主財源
43.2%

地方譲与税等
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Ⅱ 歳入、歳出それぞれについて詳しく教えてください。 
 

一般会計歳入の状況（H18 決算） 

 

歳入自主財源･依存財源別          歳入一般財源･特定財源別 
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一般会計歳出の状況（目的別（款別）内訳） （H18 決算） 

 

                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 歳出を目的別（款別）にみると、構成比では教育費 21.8％が最も高く、次いで公債費が 17.5％、
土木費が 15.6％となっています。 

○ 土木費および農林水産業費は、公共事業などの投資的経費の抑制に伴い、それぞれ対前年度

比 14.4％および 8.6％の減となりました。 
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（　）は対前年度増減率(％)です。

一般会計歳出の状況（性質別内訳） （H18 決算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 歳出を性質別にみると、構成比では職員費が 31.0％と最も高く、一般行政経費が 26.9％、
投資的経費が 24.3％となっています。 

○ 投資的経費は順次抑制することとしており、重点化やコスト縮減に努め総額の抑制を図った

結果、対前年度比 14.3％の減となりました。 
○ 公債費は過去に国の経済対策に呼応する形で積極的に公共投資を実施してきた結果、対前年

度比 4.4％の増となりました。 
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特別会計 

県が特定の事業を行う場合に、特定の収入をもって特定の支出に充てる事業について、

一般会計の歳入歳出と区分して経理する会計をいい、本県には１２の特別会計があります。

例えば、大学生や高校生などの方に対して無利子の奨学金を貸与している育英資金特別会

計については、その貸付に必要なお金として一般会計の負担のほか、過去に貸付けた方か

ら返済いただくお金を充てることとしています。 
なお、一般会計における実質的な借入でない借換債や償還金を明確に示し、県債管理の

状況や一般会計の実質的な規模などを分かりやすくするために平成１６年度から公債管理

特別会計を新たに設置しました。 

平成18年度特別会計の決算状況
(単位：千円)
差し引き
（Ａ－Ｂ）

証 紙 8,023,774 7,451,822 571,952
土 地 取 得 2,890 2,890
母 子 寡 婦 福 祉 資 金 128,414 128,121 293
流 域 下 水 道 2,948,198 2,937,656 10,542
中小企業近代化資金貸付金 4,008,907 2,049,152 1,959,755
農 業 改 良 資 金 159,549 16,410 143,139
林 業 改 善 資 金 201,109 3,567 197,542
沿 岸 漁 業 改 善 資 金 108,789 38,226 70,563
公 営 競 馬 9,573,566 9,573,566
金沢西部地区土地区画整理 615,756 479,493 136,263
育 英 資 金 452,174 343,289 108,885
公 債 管 理 136,345,073 136,345,073

合　　　　　計 162,568,199 159,369,265 3,198,934

  歳入決算額　Ａ   歳出決算額　Ｂ会　   計   　名

Ⅲ 特別会計、事業会計の決算はどうですか。 

 

 １ 特別会計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成１８年度の１２特別会計の歳入決算総額は 1,626億円、歳出決算総額は 1,594億円でい
ずれの会計も黒字となり、収支差額 32億円は平成１９年度に全額繰り越しています。 

○ 特に中小企業近代化資金貸付金特別会計において、大きな収支差が発生していますが、これ

は中小企業の設備投資に対する貸付金の償還金などが平成１８年度の貸付に必要な財源を

上回ったことなどによるものです。 

ひとくちメモ     
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事業会計 

企業的色彩の強い会計をいい、本県には５つの事業会計があります。例えば、県立中央病院

や高松病院といった病院事業は、高度医療部分など一般会計が負担すべき部分を除いて、受診

者からの収入をもって必要な経費を賄うことを原則としています。 
収益的収支 

企業活動に伴い発生する収益（収入）とそれに対応する費用（支出）で、収入は料金収入の

ほか受取利息等、支出は人件費、施設の維持管理費や減価償却費のほか支払利息等であり、損

益計算書に計上される収支です。 
資本的収支 

収益的収支に計上されないお金の動きで、支出は施設整備、資産の取得、企業債（借入金）

の返済などで、収入は企業債（長期借入金）や国庫補助金等です。 
不良債務 

 流動負債（１年以内に支払い期限が到来するもの）の額が流動資産（１年以内に現金化が予

定されている資産）の額を超える額で、資金面で当面の支払い能力を超える債務で実質的な資

金不足とも呼ばれています。 

収 益 的 収 支 13,195,195 12,517,921  677,274

資 本 的 収 支 1,559,976 1,994,194 △ 434,218

収 益 的 収 支 3,032,198 2,907,039  125,159

資 本 的 収 支 344,868 430,981 △ 86,113

収 益 的 収 支 19,445 1,180  18,265

資 本 的 収 支  

収 益 的 収 支 1,327,001 1,283,480  43,521

資 本 的 収 支 239,333 △ 239,333

収 益 的 収 支 8,145,962 8,234,267 △ 88,305

資 本 的 収 支 2,771,285 6,735,684 △ 3,964,399

収 益 的 収 支 25,719,801 24,943,887  775,914

資 本 的 収 支 4,676,129 9,400,192 △ 4,724,063

計 30,395,930 34,344,079 △ 3,948,149

△印減 (単位：千円)

平成18年度事業会計決算の収支

港湾土地造成事業

電 気 事 業

水道用水供給事業

合　　　　　計

会　   計   　名
差し引き
（Ａ－Ｂ）

中 央 病 院 事 業

高 松 病 院 事 業

歳入決算額 Ａ 歳出決算額 Ｂ

 ２ 事業会計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１８年度の５事業会計の収益的収支の歳入決算総額は 257 億円、歳出決算総額は 249
億円となりました。資本的収支の歳入決算額は 47 億円、歳出決算額は 94 億円となっていま
す。 
なお、事業会計において重要な経営指標である不良債務（実質的な資金不足）は、平成１５

年度末には全て解消しました。これからも、不良債務が生じることの無いよう、経営の改善を

重ねていきたいと考えています。 

   ひとくちメモ 
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経常収支比率・実質公債費比率・起債制限比率の推移
(単位：％）

８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

石 川 県 78.8 82.6 83.9 81.9 81.8 84.0 86.7 85.4 90.8 92.9 92.8

全 国 83.7 88.3 90.5 87.7 86.6 88.9 91.5 89.1 92.4 92.8 93.5

石 川 県 － － － － － － － － － 11.9 13.4

全 国 － － － － － － － － － 14.5 14.4

石 川 県 11.2 11.0 10.8 10.7 10.7 10.6 10.1 10.0 10.3 11.2 12.3

全 国 10.5 10.7 11.1 11.7 12.2 12.6 12.6 12.5 12.6 12.4 12.3

（注）　出典は、都道府県決算状況調（総務省調査）です。（１８年度は本県調査または総務省調査による速報値。）

区　　　　分

経 常 収 支 比 率

起 債 制 限 比 率

実質公債費比率

（単位：百万円）

区　　　　分 ９年度末 10年度末 11年度末 12年度末 13年度末 14年度末 15年度末 16年度末 17年度末 18年度末
19年度末
(見込み)

93,043 91,501 90,298 89,403 89,893 94,868 90,874 80,035 74,324 71,765 57,783

財 政 調 整 基 金 8,048 8,047 8,045 8,007 8,476 8,946 8,908 8,825 8,824 8,818 4,243

減 債 基 金 54,170 52,412 51,469 50,536 50,548 55,040 51,068 41,596 37,025 34,997 27,093

県有施設整備基金 30,825 31,042 30,784 30,860 30,869 30,882 30,898 29,614 28,475 27,950 26,447

（注）　平成９年度末から平成１８年度末は決算ベース、平成１９年度末は９月補正後における年度末残高見込みですが、１２月補正予算で財政調整基金の

　　　取り崩しを６億円取りやめることとしています。

３ 基 金 残 高

３基金残高の推移

 

（単位：百万円、％）

区　　　　　分 ９年度末 10年度末 11年度末 12年度末 13年度末 14年度末 15年度末 16年度末 17年度末 18年度末
19年度末
(見込み)

678,943 771,843 838,519 895,497 954,532 1,014,044 1,055,001 1,077,422 1,094,520 1,094,949 1,160,227

(構成比) (58.6) (59.5) (60.8) (61.9) (62.1) (61.3) (61.3) (59.9) (58.9) (57.4) (56.6)

財 源 措 置 の
あ る も の

397,761 459,104 509,727 554,215 592,706 621,609 646,748 645,040 644,706 628,268 656,626

(構成比） (41.4) (40.5) (39.2) (38.1) (37.9) (38.7) (38.7) (40.1) (41.1) (42.6) (43.4)

財 源 措 置 の
な い も の

281,182 312,739 328,792 341,282 361,826 392,435 408,253 432,382 449,814 466,681 503,601

（注）１　平成９年度末から平成１８年度末は決算ベース、平成１９年度末は９月補正後における年度末残高見込ベース（次年度に繰越す事業に係る

　　　　県債を含む。）です。

　　  ２　特定資金公共投資事業債を除きます。

県 債 残 高

県債残高と財源措置額の推移

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 県の貯金である基金の平成１８年度末残高は、主要３基金で 718億円（財政調整基金及び減
債基金の 2基金で 438億円）となっています。平成１８年度は、厳しい財政環境を反映し、６
月補正後現計予算で 158 億円（上記 2 基金で 150 億円）取り崩す予算を計上しましたが、事
務事業の効率的執行による歳出予算の節減や税収の確保を図り、取り崩しを少なくするように

努力した結果、最終的に基金の取り崩しを 31億円（上記２基金で 25億円）にとどめることが
できました。平成１９年度は、当初予算で 126億円（上記２基金で 110億円）取り崩す予算を
計上しましたが、本年度も昨年度と同様に取り崩しが少なくなるよう努力することとしていま

す。 
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主要３基金 
 主要３基金とは、財政調整基金、減債基金、県有施設整備基金をいい、いずれも年度間の財

政調整を目的とした基金（貯金）です。 
① 財政調整基金は、予期しない収入減少や不時の支出増加等に備え、長期間的視野に立った

計画的な財政運営を行うためのものです｡ 
② 減債基金は、県債の償還に必要な資金を積立て、翌年度以降の財政の健全な運営を図るた

めに設けている基金です。 
③ 県有施設整備基金は、将来の施設整備に備え積立てておくものです｡ 

経常収支比率 
 地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、地方税、普通交付税を中心とし

て毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）が、人件費、扶助費、公債費等の毎年

度経常的に支出される経費（経常経費）にどの程度充当されているかをみるもので、経常経費

に充当される一般財源総額に占める割合を言います｡この数値が低いほど、弾力性があり健全と

言えます｡ 
起債制限比率 
 地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一つで、地方債の償

還について地方交付税により財源措置される部分を除いて実質的に見た場合、標準的な財政規

模に比してどの程度の公債費負担を負っているかを示す指標です｡ 
実質公債費比率 
 実質的な公債費を網羅するため、従来の起債制限比率を見直し、公営企業の元利償還金への

繰出金や外郭団体の元利償還金への補助金などを算入数値に加えたものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○  県の借金である県債の残高は年々増加しており、平成１４年度末には 1兆円を超えまし
た。しかし、地方交付税の一部が振り替えられた臨時財政対策債（実質交付税といえるも

のです）を除いた県債の残高を抑制する方針に基づき、平成１５年度から４ヵ年連続で前

年度を下回る水準に抑制しました。 
○  平成１８年度の経常収支比率は、国の経済対策に呼応して発行した県債の償還が本格化

することに伴う公債費の増が見られるものの、税収の大きな伸びがあったことで、前年度

並みとなりました（0.1ポイントの減）。 
 また、平成１７年度決算から指標化された実質公債費比率については、13.4％となって
います。いずれの指標も、今後は、公債費の増などにより悪化が見込まれています。 

ひとくちメモ 
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（単位：百万円）

国庫支出金 地方債 その他収入 一般財源等

162,293 17,159 3,700 4,526 136,908

給　与　等 143,658 17,159 4,526 121,973 ①

知事部局等 34,923 563 1,415 32,945

教育委員会 88,138 16,587 2,420 69,131

警察 20,597 9 691 19,897

退職手当 18,143 3,700 14,443

恩給及び退職年金 492 492

111,464 32,059 52,831 13,829 12,745 ②

1,500 45 1,455

144,759 8,570 13 22,533 113,643

社会保障関係経費 44,920 3,704 1,170 40,046 ③

税交付金等 36,692 36,692 ④

施設維持管理費等 6,768 124 830 5,814

その他 56,379 4,742 13 20,533 31,091

短期貸付金・積立金 16,882 374 16,508

39,497 4,368 13 4,025 31,091

93,529 4,570 88,959 ⑥

513,545 57,788 56,544 45,503 353,710

県税、地方交付税等の一般財源 305,900
臨時財政対策債 18,400

財政調整基金、減債基金の取り崩し 11,000
その他宝くじ収入など

公　　債　　費

合　　　計

投資的経費

土木施設維持補修費

一般行政経費

⑤

その他

区　　　　分
財　　源　　内　　訳

職　　員　　費

予　算　額

⑦

石川県の歳出構造（平成１９年度当初予算） 

（参 考）歳出構造について 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知事部局の職員数の推移（Ｈ１４～Ｈ２３）

3,510

4,079
4,021

3,939

3,872

3,782
3,657

3,532

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

4,200

S41 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H23（見込み）

（人）

▲２９７人 削減

▲２５０人 削減（参考）

条例定数

石川県新行財政改革大綱

　定員適正化計画を策定し、知事部局の

職員数を１０年間（Ｈ１５～Ｈ２４年度）で

１０％（４００人程度）削減

（前期５％、後期５％）

平成１４年１２月策定

石川県行財政改革大綱２００７

　現行の定員適正化計画を見直し、

知事部局の職員数を５年間（Ｈ１９～

Ｈ２３年度）で２５０人程度削減

平成１９年３月策定

石川県新行財政改革大綱

　定員適正化計画を策定し、知事部局の

職員数を１０年間（Ｈ１５～Ｈ２４年度）で

４５０人程度（前期３００人程度、

後期１５０人程度）削減

平成１７年３月一部改正

１年前倒しで達成

S41年度と同水準
（Ｓ４１条例定数３，５１０人）
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地方交付税措置率34.6％（H9決算60.5％）

将来の公債費負担　 　当該年度の負担

12%

一般

12%

財源
その他

投資的経費の財源構成

29% 47%

国庫支出金 地方債

 左の表は、平成１９年度当初予算の本県の歳出構造を表しています。財源内訳にある一般財源等がい

わゆる使途が特定されていない財源です。 

 

① 一般財源等の約 40％を占める職員費は、知事部局については、数次の行財政改革大綱に基づき、職

員数の削減を順次進めており、平成２３年度には、昭和４１年度と同水準となります（左下の図を参

照）。ただし、職員費の太宗を占める教育委員会、警察については、法令等により教職員、警察官の

配置が定められており、県の裁量での定数削減には限界があります。今後、平成２３年度までに職員

の削減・新陳代謝で 223億円、給与構造改革で 109億円の削減を見込んでいます。また、知事などの

特別職の給与減額措置や一般職の管理職手当の減額措置も引き続き、実施しています。 

 

② 投資的経費の総額は 1,115億円に対し、一般財源等は 127億円となっております。下のグラフにも

あるとおり、近年、地方財政全体の一般財源の確保が難しくなるなか、一般財源から地方債への振り

替えが行われてきました。その結果、投資的経費に地方債が占める割合が平成２年度は 23％であった

ものが、平成１９年度には 47％を占めるまでなっており、同じ事業費でもあっても地方債の発行額が

増えるということになります。 

 このことから、近年は地方債への依存が高くなってきていますが、これは将来の公債費負担につな

がっていくものであり、引き続き投資的経費を抑制せざるを得ない状況にあります。また、近年では

国の厳しい財政状況を受け、地方交付税措置率の高いいわゆる有利な地方債が減少しています。 

 

 

 

 

 

③ 介護保険給付費、老人医療給付費、児童手当、生活保護費などの社会保障関係経費については、約 

 96％が国の制度に伴う義務的な負担です。今後、高齢化社会の進展に伴い確実に増加していきます。 

 

④ 税交付金等については、地方消費税などの都道府県の間の清算や県税の一定の率を市町に交付する

もので税収に連動しています。 

 

⑤ 一般行政経費のその他及び施設維持管理費等については、病院事業会計や流域下水道会計に対する

繰出金などの準義務的経費も含まれています。そのため、予算編成時の要求限度額（シーリング）対

象経費は、このうち、経常的経費で約 70億円、裁量的経費で約 30億円となっています。 

 

⑥ 公債費の一般財源は、890億円で一般財源等に占める割合は約 25％となっています。国の経済対策

に呼応する形で積極的に公共投資を実施した結果、平成１４年度の783億円に対し平成１９年度は935

億円となっており、年度当たり約 30 億円の増加となっております。公債費の償還期間を２０年から

３０年に延長して平準化に努めているものの、今後も大幅に増加する見込みです。 

 

⑦ 平成１９年度当初予算においては、一般財源は総額で 3,537 億円必要となりましたが、県税、地方

交付税等で賄いきれない 110億円は、財政調整基金、減債基金の取り崩しを余儀なくされています。 
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3,643
3,537

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H15 H16 H19 （年度）

９４６ ７８６

人件費

公債費

社会保障経費

歳

入

一

般

財

源

等

1,181

820

375
367

1,139

814

その他

1,189

353

222

退職手当 119

3,643
９４６

公債費

社会保障関係経費

歳

入

一

般

財

源

等

3,643 ５４９

（億円）

890

注１：歳入一般財源等は、地方税、地方消費税清算金、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、繰越金、臨時財政対策債、減税補てん債、

　　　 その他不特定収入（基金取崩を除く）の合計

注２：平成１５・１６年度は最終予算、平成１９年度は当初予算

注３：社会保障関係経費は、県単事業を除く主な社会保障関係事業

注４：公債費は、借換債・繰上償還分を除く

140

一般財源等の推移　～（石川県予算）～

政策的経費

86

（注）義務教育費国庫負担金

　の一般財源化(負担率1/2

　→1/3)影響額（試算値）

税交付金等

227

144

362

財政調整・減債基金取崩

45
110100

3,429

3,529

3,598 3,427

（単位：億円）

（参 考）一般財源等の推移について 

 

   歳入については、平成１５年度は、一般財源等が 3,598億円あり、財政調整基金等を 45億円取り崩し、

3,643億円を確保していましたが、平成１６年度には実質交付税の大幅削減（△224億円）により、歳入・

歳出全般にわたり見直しを進めましたが、収支不足を解消するために財政調整基金等 100 億円の取り崩し

を余儀なくされました。平成１９年度も未だ交付税の大幅削減の影響は大きく、当初予算ベースで財政調

整基金等を 110億円取り崩す予定です。 

  一方、歳出面では、人件費、公債費、社会保障関係経費などの義務的経費の増加により、政策的経費に

充てられる財源が圧迫され、平成１５年度に 946 億円あった政策的経費に充当できる財源は、平成１９年

度には 397億円減少し、549億円となっております。 

政府の「経済財政改革の基本方針２００７（骨太の方針２００７）」においても、引き続き、歳出の削

減が強く要請されており、また、地方財政制度の仕組み上、県税収入が伸びても、臨時財政対策債を含め

た実質交付税が減少することから、地方財政は引き続き厳しい状況が続くことになります。 

   このため、職員数の削減などによる職員費の縮減や管理的経費、各種補助金等の見直しによる一般行政

経費の縮減により、単年度の収支不足を圧縮するとともに、将来にわたって公債費負担を適正化するため

投資的経費を抑制するなど、「石川県行財政改革大綱２００７」に基づき、聖域なく歳出全般を見直すこ

とが必要と考えています。 
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現金支出を 
伴わないコスト 

行政コスト 収入項目 

資産 負債・正味資産

行政コスト計算書

バランスシート

減価償却費など

歳出（現金） 歳入（現金）

資産形成につながるもの

資産形成につながらないもの 
（単年度限りの支出） 行政コストをまかなうための財源

資産形成のための財源

※行政コスト計算書とバランスシートの関係 

第３ 企業会計的手法を用いた財政状況の分析について 

（本県の行政コスト計算書とバランスシート） 

 
 
 
 
 
 

Ⅰ 作成した目的は何ですか。 

 
 現行の地方自治法による予算・決算制度は、毎年度の現金の歳入・歳出の額を示すことが主眼となっ

ていますが、本県の財政状況をよりわかりやすく、より多角的に説明するため、一般企業で作成してい

る貸借対照表（バランスシート）とともに、損益計算書に相当する行政コスト計算書を作成しました。 
 これにより、県の資産や負債などのストック情報や、減価償却費などの非現金支出を含めたすべての

行政コストの状況を明らかにし、財政に関する情報をわかりやすく提供することとしました。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ 行政コスト計算書から何がわかるのですか。 

 行政コスト計算書は、企業会計における損益計算書に相当するものですが、県の行政は営利活動を目

的としていないため、損益計算ではなく、どの行政サービスにどれだけのコストがかかっているかなど、

行政コストの内容をわかりやすくまとめたものです。 
 平成１８年度の行政コスト計算書は、２８ページから２９ページのとおりですが、主な項目について

円グラフ等を用いて分析しました。 

作成の基準 

総務省の研究会から示された作成手法による。 

１ 対象範囲：普通会計（一般会計及び１０特別会計） 

  （注）水道、病院、競馬などの公営事業会計は含まない。 

２ 作成の期間(行政コスト計算書)：平成１８年度１年間(平成１８年４月１日～１９年３月３１日)

  作成の基準日(バランスシート)：平成１８年度末(平成１９年３月３１日) 

  （注）出納整理期間(平成１９年４月１日～５月３１日)における出納については、作成基準日ま

でに終了したものとみなす。 

３ 基礎数値：行政コスト計算書：平成１８年度決算統計(地方財政状況調査) 

       バランスシート：電算化された昭和４４年度以降の決算統計 
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※数値はすべて四捨五入しており、内訳が

合計に一致しない場合があります。 

性質別行政コストの構成

物にかかる
コスト
31.0%

人にかかる
コスト
35.6%

移転支出的な
コスト
27.7%

その他の
コスト
5.8%

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 性質別に見たコストの状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行政コスト計算書の構成 

（１）行政コスト：県の活動に伴い生じるコスト 

  ① 人にかかるコスト：行政サービスの担い手である職員に要するコスト 

     人件費、退職給与引当金繰入等 

  ② 物にかかるコスト：県が最終消費者となっているコスト 

     物件費、維持補修費、減価償却費 

  ③ 移転支出的なコスト：他の主体に移転して効果が発生するコスト 

     扶助費、補助費等、繰出金、普通建設事業費（他団体等への補助金等） 

  ④ その他のコスト：上記に属さないコスト 

     災害復旧費、公債費（利子分のみ）、不納欠損額 

（２）収入項目：県が行政コストの財源として受け取る収入 

  ① 使用料・手数料等：使用料・手数料、分担金・負担金、寄附金、繰入金、財産収入、 

             諸収入 

  ② 国庫支出金：バランスシートの資産形成に資するもの以外の国庫支出金 

  ③ 一般財源：県税、地方譲与税、地方交付税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

（３）正味資産国庫支出金償却額：有形固定資産の取得に係る国庫支出金の減価償却見合分 

 

行政コスト計算書の概況 

・行政コストの総額は、行財政改革の推進に伴う職員数の削減等により「人にかかるコスト」

が減少したことや、普通建設事業費（他団体等への補助金等）の減少などにより 2％減の 4,341
億円になりました。 
・行政コストの内訳を性質別に見ると「人にかかるコスト」の構成比が 35.6％と最も大きい
ですが、行政コスト計算書を初めて作成した平成１２年度の 1,736億円に対し、192億円減
の 1,544億円となっています。 
・行政コストの内訳を目的別に見ると「教育費」の構成比が 27.1％と最も大きいですが、そ
の大半は公立小中高校の教職員の人件費が占めています。 
・収入項目の総額は、税収が増加したことなどにより、1％増の 3,860億円となりました。
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※数値はすべて四捨五入しており、内訳が

合計に一致しない場合があります。 

目的別行政コストの構成

公債費
4.4%

衛生費
2.8%

労働費
0.4%

商工費
2.5%

総務費
5.7%

警察費
6.5%

民生費
10.9%

農林水産業費
12.3%

その他
5.7%

教育費
27.1%

土木費
21.7%

性質別行政コストの状況 （億円）
Ｈ１７年度 Ｈ１８年度
Ａ Ｂ Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ

１　人にかかるコスト 1,605 1,544 ▲ 61 0.96
２　物にかかるコスト 1,362 1,344 ▲ 18 0.99
３　移転支出的なコスト 1,225 1,202 ▲ 23 0.98
４　その他のコスト 252 251 ▲ 1 1.00
　行政コスト合計 4,444 4,341 ▲ 103 0.98
（注）数値はすべて四捨五入しており、合計額が一致しない場合があります。

 平成１８年度の行政コストの総額は 4,341億円であり、性質別に見た行政コストの内訳は、人件費に
実際には現金の支出を伴わない退職給与引当金繰入等を加えた「人にかかるコスト」が最も大きく

35.6％を占めています。次に大きいのが、有形固定資産にかかる減価償却費に委託料や消耗品費などの
物件費や施設の維持管理に要する維持補修費を加えた「物にかかるコスト」で 31.0％となっています。
また、市町や各種団体への補助金や負担金などの補助費等、建設事業に係る市町への補助金や国への負

担金などである普通建設事業費（他団体等への補助金等）、生活保護費や児童扶養手当といった扶助費な

どの「移転支出的なコスト」が 27.7％となっています。 
 平成１８年度の行政コストは、平成１７年度に比べて減少していますが、これは、行財政改革の推進

に伴う職員数の削減により、「人にかかるコスト」である人件費、退職給与引当金繰入等が減少したこと

などによるものです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 目的別に見たコストの状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
行政コストの目的別の内訳では、「教育費」が一番大きく 27.1％であり、その大半は公立の小中高校

の教職員の人件費が占めています。 
次に大きいのが「土木費」の 21.7％、「農林水産業費」の 12.3％で、これらの費目については、減価

償却費のほか国直轄事業費負担金などの普通建設事業費（他団体等への補助金等）がその大半を占めて

います。 
社会保障関係経費である「民生費」（10.9％）は、介護保険給付費負担金や老人医療給付費負担金など

の補助費等や生活保護費負担金や児童扶養手当などの扶助費が大きな比重を占めています。 
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※数値はすべて四捨五入しており、内訳が

合計に一致しない場合があります。 

収入の構成

使用料･手数料等
7.6%

一般財源
80.7%

国庫支出金
11.6%

目的別行政コストの状況 （億円）
Ｈ１７年度 Ｈ１８年度
Ａ Ｂ Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ

１　総務費 268 248 ▲ 20 0.93
２　民生費 439 474 35 1.08
３　衛生費 142 121 ▲ 21 0.85
４　労働費 20 19 ▲ 1 0.95
５　農林水産業費 541 532 ▲ 9 0.98
６　商工費 108 110 2 1.02
７　土木費 983 944 ▲ 39 0.96
８　警察費 292 283 ▲ 9 0.97
９　教育費 1,216 1,174 ▲ 42 0.97
10　公債費（利子分のみ） 200 189 ▲ 11 0.95
11　その他 234 247 13 1.06
　行政コスト合計 4,444 4,341 ▲ 103 0.98
（注）数値はすべて四捨五入しており、合計額が一致しない場合があります。

収入項目の状況 （億円）
Ｈ１７年度 Ｈ１８年度
Ａ Ｂ Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ

１　使用料・手数料等 352 295 ▲ 57 0.84
２　国庫支出金 581 450 ▲ 131 0.77
３　一般財源 2,904 3,116 212 1.07
　収入項目合計 3,838 3,860 22 1.01
（注）数値はすべて四捨五入しており、合計額が一致しない場合があります。

 目的別行政コストを平成１７年度と比較すると「民生費」が 8％増加していますが、介護保険給付費
負担金などの社会保障関係経費の増加などによるものです。「公債費」は 5%減少していますが、高金利
の県債の償還が進んだことなどによるものです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 収入の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 収入項目の総額は 3,860億円であり、その大半を占めているのは、県税や地方交付税などの「一般財
源」で総収入の 80.7％となっているほか、「国庫支出金」（有形固定資産の取得に充当されたものを除く）
が 11.6％、使用料・手数料のほか分担金・負担金や寄附金、財産収入、繰入金などを加えた「使用料・
手数料等」が 7.6％となっています。 
 収入項目を平成１７年度と比較すると、三位一体の改革により国庫支出金が 23％減少しています。ま
た、一般財源が 7％増加していますが、これは法人関係税などの県税収入が増加したことや三位一体の
改革による税源移譲の実施にあたり暫定的に所得譲与税で措置されたことなどによるものです。 
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バランスシートの概況 

・資産は減価償却に伴い有形固定資産が減少したことなどにより 1％減少し、2 兆 4,589 億
円となりました。 
・負債は職員数の削減等に伴い退職給与引当金が減少したことにより、昨年度から微減の 1
兆 2,807億円となりました。 
・この結果、県の正味資産は 2％減少したものの１兆 1,782億円となり、引き続き資産が負
債を上回っており、いわゆる債務超過の状態には陥っていません。

Ⅲ バランスシートから何がわかるのですか。 

 
 バランスシートは、これまでに本県が形成してきた資産（道路、公園など）と、それを調達するため

に使われた負債（借入金（県債）など）について対比したもので、減価償却等の企業会計的手法を取り

入れて作成したものです。 
 平成１８年度末のバランスシートは、３１ページのとおりですが、主な項目について前年度と対比し

ました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

バランスシートの構成 

（１）資産：地方公共団体の財産となっているもの 

  ① 有形固定資産：道路、公園、学校などの土地、建物等 

    （時価ではなく取得原価を基準に計上し、資産の区分ごとに定められた耐用年数により

減価償却（定額法）を実施） 

  ② 投資等：財団法人等への出資金、貸付金及び使途が制限されている特定目的基金  

  ③ 流動資産：歳計現金（形式収支）、財政調整基金、減債基金及び県税等の未収金 

（２）負債：資産形成の財源として調達した資金のうち将来返済を要するもの  

  ① 県債：長期にわたって県が返済しなければならない借入金の元金  

  ② 退職給与引当金：年度末に県職員全員（県費負担の公立小中学校教員を含む）が普通退

職したと仮定した場合に必要となる退職手当総額 

（３）正味資産：資産形成の財源として調達した資金のうち将来返済を要しないもので「資産」

－「負債」の金額 

  ① 国庫支出金：有形固定資産の取得に充当した国庫支出金（減価償却後） 

  ② 一般財源等：税金など国庫支出金以外のもの 
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資産の状況 （億円）
Ｈ１７年度 Ｈ１８年度

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ

１　有形固定資産 22,580 22,260 ▲ 320 0.99

２　投資等 1,696 1,734 38 1.02

３　流動資産 614 595 ▲ 19 0.97

　資産合計 24,890 24,589 ▲ 301 0.99

（注）数値はすべて四捨五入しており、合計額が一致しない場合があります。

基金の状況 （億円）

Ｈ１７年度 Ｈ１８年度

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ

特定目的基金等 533 540 7 1.01

財政調整基金 88 88 0 1.00

減債基金 370 350 ▲ 20 0.95

基金合計 991 978 ▲ 13 0.99

（注）数値はすべて四捨五入しており、合計額が一致しない場合があります。

 
① 資産の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 本県の平成１８年度末の資産総額は 2 兆 4,589 億円で、平成１７年度に比べて１％減少しています。
その内訳としては有形固定資産が 2兆 2,260億円で一番大きく、全体の約 9割を占めています。そのほ
かには投資等が 1,734億円（構成比 7.1％）、流動資産 595億円（構成比 2.4％）です。 
 有形固定資産の内訳は、道路・橋りょう・河川等の土木関係が 61.4％、農林道・土地改良施設等の農
林水産業関係が 19.9％、県立高校・体育施設等の教育関係が 9.3％です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 県の貯金にあたる基金は投資等に計上されている特定目的基金等が 540億円、流動資産に計上されて
いる財政調整基金・減債基金が 438億円であり、合計で 978億円となっています。 
 特定目的基金等が平成１７年度に比べて１％増加していますが、これは県有施設整備基金等がその目

的に従って取り崩された一方で、新たに障害者自立支援対策臨時特例基金が設置されたことによるもの

です。 

 減債基金については 5％減少していますが、平成１６年度の実質交付税の大幅削減（本県△224億円）
の影響などにより取り崩しを余儀なくされたことなどによるものです。 
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負債・正味資産の状況 （億円）
Ｈ１７年度 Ｈ１８年度

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ

１　県債 11,014 11,016 2 1.00

　うち財源措置のあるもの 6,582 6,412 ▲ 170 0.97

　うち財源措置のないもの 4,432 4,605 173 1.04

２　退職給与引当金 1,821 1,791 ▲ 30 0.98

　負債合計 12,834 12,807 ▲ 27 1.00

１　国庫支出金 6,311 6,202 ▲ 109 0.98

２　一般財源等 5,745 5,580 ▲ 165 0.97

　正味資産合計 12,055 11,782 ▲ 273 0.98

　負債・正味資産合計 24,890 24,589 ▲ 301 0.99

（注）数値はすべて四捨五入しており、合計額が一致しない場合があります。

（参考）県債のうち実質残高のみを負債とした場合のバランスシート （億円）
Ｈ１７年度 Ｈ１８年度

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ

１　有形固定資産 22,580 22,260 ▲ 320 0.99

２　投資等 1,696 1,734 38 1.02

３　流動資産 614 595 ▲ 19 0.97

　資産合計 24,890 24,589 ▲ 301 0.99

１　県債 4,432 4,605 173 1.04

２　退職給与引当金 1,821 1,791 ▲ 30 0.98

　負債計 6,253 6,395 142 1.02

18,637 18,194 ▲ 443 0.98

24,890 24,589 ▲ 301 0.99

（注）数値はすべて四捨五入しており、合計額が一致しない場合があります。

資
産

負
債

借
方

貸
方

正味資産

負債・正味資産合計

 
② 負債・正味資産の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 負債総額は１兆 2,807億円で、このうち県債残高は 1兆 1,016億円、退職給与引当金は 1,791億円で
すが、この県債残高のうち約６割の 6,412億円は、将来地方交付税等で財源措置されますので、県債の
実質的な残高は 4,605億円となります。 
 また、資産から負債を差し引いた正味資産は、平成１７年度末に比べて 2％減少の 1兆 1,782億円（県
債のうち実質的な残高のみを負債とした場合は 1兆 8,194億円）となっています。 
 
 以上のように、バランスシート上では資産の額（2 兆 4,589 億円）が負債の額（1 兆 2,807 億円）を
大きく上回っており、いわゆる債務超過の状態には陥っていません。 
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平成18年度行政コスト計算書　(自 平成18年４月１日　至 平成19年３月３１日）
[行政コスト]

142,143,758 32.7% 921,559 6,701,362 3,262,131 4,139,566 875,621

12,234,922 2.8% 79,323 576,814 280,786 356,311 75,368

154,378,680 35.6% 1,000,882 7,278,176 3,542,917 4,495,877 950,989

18,294,002 4.2% 114,745 3,786,069 360,196 867,129 428,361

3,364,874 0.8% 0 29,636 0 4,713 0

112,742,420 26.0% 0 3,516,580 811,310 949,233 276,277

134,401,296 31.0% 114,745 7,332,285 1,171,506 1,821,075 704,638

7,173,479 1.7% 0 0 5,424,437 1,626,894 0

77,045,931 17.7% 176,873 7,481,618 35,459,953 3,446,047 223,731

1,614,050 0.4% 0 0 456,250 0 0

34,325,649 7.9% 0 2,728,857 1,382,473 701,286 0

120,159,109 27.7% 176,873 10,210,475 42,723,113 5,774,227 223,731

5,812,868 1.3% 0 0 0 0 0

18,824,832 4.3% 0 0 0 0 0

503,765 0.1% 0 0 0 0 0

25,141,465 5.8% 0 0 0 0 0

434,080,550 100.0% 1,292,500 24,820,936 47,437,536 12,091,179 1,879,358

0.3% 5.7% 10.9% 2.8% 0.4%

[収入項目]

29,476,590 7.6% 267 5,138,740 1,772,992 178,037 33,403

6.8% 0.0% 20.7% 3.7% 1.5% 1.8%

44,965,018 11.6% 0 1,988,766 5,000,464 1,285,672 525,612

10.4% 0.0% 8.0% 10.5% 10.6% 28.0%

(294,613,099)

311,583,182 80.7%

71.8%

(369,054,707)

386,024,790 100.0%

31,585,354

(1,232,623,355)

574,463,611

(▲ 33,440,490)

▲ 16,470,406

(1,199,182,865)

557,993,205

　　※「使用料・手数料等」…分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、諸収入

　　※「一般財源」…県税、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金

　　※上段（　　）書きは、県債のうち財源措置のあるものを「一般財源」とした場合の数値

　　※数値はすべて四捨五入しており、内訳が合計に一致しない場合があります。

収 入 合 計 （ ｂ ＋ ｃ ＋ ｄ ） ｅ

期 首 一 般 財 源 等

期 末 一 般 財 源 等

４　正味資産国庫支出金償却額 　ｆ

差 引 （ ｅ － ａ ＋ ｆ ）
一 般 財 源 増 減 額

ｃ／ａ

ｄ／ａ

２ 国 庫 支 出 金 ｃ

（２）公債費(利子分のみ)

行 政 コ ス ト 合 計 ａ

（ 構 成 比 率 ）

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 等 ｂ

３ 一 般 財 源 ｄ

ｂ／ａ

そ
の
他
の
コ
ス
ト

人
に
か
か
る

コ
ス
ト

（４）普通建設事業費
　　　(他団体等への補助金等)

小　　計

小　　計

物
に
か
か
る
コ
ス
ト

（１）物件費

（２）維持補修費

（３）減価償却費

移
転
支
出
的
な
コ
ス
ト

（２）補助費等

議 会 費 民 生 費衛 生 費総 務 費

（２）退職給与引当金繰入等

（１）人件費

（構成比率）総 額 労 働 費

（１）扶助費

小　　計

（３）不納欠損額

（３）繰出金

小　　計

（１）災害復旧事業費
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（単位：千円）

6,457,103 1,955,537 5,883,043 20,963,845 90,983,991 0 0 0 0

555,791 168,321 506,378 1,804,448 7,831,382 0 0 0 0

7,012,894 2,123,858 6,389,421 22,768,293 98,815,373 0 0 0 0

1,124,626 981,018 1,714,400 2,878,032 5,948,597 0 90,829 0 0

114,197 89,575 2,692,429 74,028 360,296 0 0 0 0

35,651,959 1,667,838 62,230,651 2,375,651 5,256,240 0 0 6,681 0

36,890,782 2,738,431 66,637,480 5,327,711 11,565,133 0 90,829 6,681 0

0 0 0 0 122,148 0 0 0 0

2,085,922 3,788,588 460,134 165,806 6,704,127 0 0 17,053,132 0

0 0 1,148,156 0 9,644 0 0 0 0

7,217,273 2,341,621 19,729,941 0 224,198 0 0 0 0

9,303,195 6,130,209 21,338,231 165,806 7,060,117 0 0 17,053,132 0

0 0 0 0 0 5,812,868 0 0 0

0 0 0 0 0 0 18,824,832 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 503,765

0 0 0 0 0 5,812,868 18,824,832 0 503,765

53,206,871 10,992,498 94,365,132 28,261,810 117,440,623 5,812,868 18,915,661 17,059,813 503,765

12.3% 2.5% 21.7% 6.5% 27.1% 1.3% 4.4% 3.9% 0.1%

4,145,480 1,636,843 9,779,062 1,586,231 4,464,483 7,972 733,080 0 0

7.8% 14.9% 10.4% 5.6% 3.8% 0.1% 3.9% 0.0% 0.0%

4,397,133 261,591 10,314,649 265,797 17,571,405 3,353,929 0 0 0

8.3% 2.4% 10.9% 0.9% 15.0% 57.7% 0.0% 0.0% 0.0%

農林水産業費 土 木 費商 工 費 災 害 復 旧 費 不 納 欠 損 額公 債 費警 察 費教 育 費 諸 支 出 金
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行政コスト計算書各項目の説明
　＊金額は平成18年度
[行政コスト] （単位：千円）

154,378,680 行政サービスの担い手である職員に要するコスト

142,143,758 職員等に対する勤労の対価や報酬として支払われる経費（退職手当は除く)

12,234,922 この１年間に職員が勤続したことにより新たに増加した退職給与引当金の額

134,401,296 県が最終消費者となっているコスト

18,294,002
旅費、需用費（消耗品費、印刷製本費、光熱水費など）、役務費（通信運搬費、広告料な
ど）、備品購入費、委託料など

3,364,874 施設等の効用を維持するための修繕や管理に要する費用

112,742,420
有形固定資産が時の経過等に伴い摩耗損耗、陳腐化することなどにより価値が減少したと
認められる金額

120,159,109 他の主体に移転して効果が発生するコスト

7,173,479 法令に基づき支給される生活保護費や児童扶養手当など

77,045,931 市町に対する負担金や補助金、交付金など

1,614,050 普通会計以外の会計に対する支出

34,325,649
建設事業に係る経費のうち、市町などへの補助金や国の直轄事業の負担金（県が実施する
事業はバランスシートに計上)

25,141,465 上記に属さないコスト

5,812,868 災害によって被害を受けた施設を復旧するための費用

18,824,832 県債や一時借入金の支払利息

503,765 時効等により放棄した県税や県営住宅家賃などの債権額

434,080,550

[収入項目]

29,476,590 分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、諸収入

44,965,018 有形固定資産の取得に充当した国庫支出金以外のもの

(294,613,099)

311,583,182

(369,054,707)

386,024,790

31,585,354 有形固定資産の取得に充当した国庫支出金の減価償却額

(1,232,623,355)

574,463,611

(▲ 33,440,490)

▲ 16,470,406

(1,199,182,865)

557,993,205

※上段（　　）書きは、県債のうち財源措置のあるものを｢一般財源」とした場合の数値

期 末 一 般 財 源 等 平成18年度末現在のバランスシートにおける正味資産の一般財源等の額

期 首 一 般 財 源 等 平成17年度末現在のバランスシートにおける正味資産の一般財源等の額

差 引 （ ｅ － ａ ＋ ｆ ）
一 般 財 源 増 減 額

バランスシートにおける正味資産の一般財源等の平成17年度中の増減額

３ 一 般 財 源 ｄ 県税、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金

収 入 合 計 （ ｂ ＋ ｃ ＋ ｄ ） ｅ

説　　　　明

（３）減価償却費

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 等 ｂ

（１）人件費

金　　額区　　　　分

人 に か か る コ ス ト

物 に か か る コ ス ト

移 転 支 出 的 な コ ス ト

（１）災害復旧事業費

（２）公債費(利子分のみ)

行 政 コ ス ト 合 計 ａ

（２）退職給与引当金繰入等

（２）補助費等

（１）扶助費

（３）不納欠損額

（３）繰出金

４ 正味資産国庫支出金償却額   ｆ

２ 国 庫 支 出 金 ｃ

そ の 他 の コ ス ト

（４）普通建設事業費
　　　(他団体等への補助金等)

（１）物件費

（２）維持補修費
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（単位：千円）

  【資産の部】 【負債の部】
                

１．有形固定資産 １．県債
（１）総務関係 109,179,703 （ 0 ）
（２）民生関係 11,179,496 （１）財源措置のあるもの 641,189,660
（３）衛生関係 15,630,514
（４）労働関係 4,339,844 （ 460,450,519 ）
（５）農林水産業関係 443,239,413 （２）財源措置のないもの 460,450,519
（６）商工関係 26,856,594
（７）土木関係 1,367,141,870 （ 460,450,519 ）
（８）警察関係 40,498,196 　県債計 1,101,640,179
（９）教育関係 207,718,566
（１０）その他 196,197

２．退職給与引当金 179,071,837
　有形固定資産計 2,225,980,393
（うち土地 614,362,438 )

( 639,522,356 )
２．投資等 負債合計 1,280,712,016
（１）投資及び出資金 56,055,516
（２）貸付金 63,316,201
（３）基金 54,016,455 【正味資産の部】
　①特定目的基金 39,645,385
　②土地開発基金 4,129,030 １．国庫支出金 620,187,069
　③定額運用基金 10,242,040

（ 1,199,182,865 ）
　投資等計 173,388,172 ２．一般財源等 557,993,205

３．流動資産
（１）現金・預金 51,816,568 （ 1,819,369,934 ）
　①財政調整基金 8,818,212 正味資産合計 1,178,180,274
　②減債基金 34,997,437
　③歳計現金 8,000,919
（２）未収金 7,707,157
　①県税 3,404,656
　②その他 4,302,501

　流動資産計 59,523,725

資産合計 2,458,892,290 負債・正味資産合計 2,458,892,290

（注）貸方の上段（　）書きは、県債のうち財源措置のないもの（実質残高）のみを負債とした場合の数値

※ 債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 25,240,531 千円
②債務保証及び損失補償 137,761,000 千円

※ 県債に関する情報 ①県債のうち翌々年度以降償還予定額（固定負債） 1,009,792,776 千円
②県債のうち翌年度償還予定額（流動負債） 91,847,403 千円

石川県平成18年度バランスシート
（平成19年３月31日現在）

借　 　 　 　 　 方 貸　　 　 　 　 　方
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（参考）連結バランスシート（試案）について 

 
 
 平成１７年９月に総務省から示された「地方公共団体の連結バランスシート（試案）について」を参

考とし、以下の基準で連結バランスシート（試案）を作成しました。 
 
 
１ 連結の範囲 
 連結の範囲は、本県の普通会計、公営事業会計（中央病院、高松病院、港湾土地造成、電気、水道

用水供給、流域下水道、宅地造成、港湾整備の８公営企業会計と収益事業会計（公営競馬特別会計））

並びに本県の関与及び財政支援の下で本県の事務事業と密接な関連を有する業務を実施している

関係団体としました。関係団体は、本県が設立した地方三公社（土地開発公社、住宅供給公社及

び道路公社）及び本県が資本金、基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上を出資してい

る民法法人等とし、具体的には４７ページに記載の２１団体です。(地方三公社を含む) 
 
２ 会計基準 
総務省研究会報告を参考として決算統計データから作成した普通会計をはじめ、地方公営

企業法施行規則等に基づいて作成した公営企業決算統計の貸借対照表、地方三公社や第三セ

クターなどについても、それぞれの会計基準等に基づいて作成され、県議会への報告がなさ

れている貸借対照表などによりました。 
 
３ 個別会計間の調整 
  本県会計相互間及び本県普通会計と関係団体間の貸付金・借入金や投資及び出資金・資本

金などは、相殺し純計しました。 
 
４ 出納整理期間における現金の受払いの調整 
普通会計においては出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等が終了

した後の計数を会計年度末に計上していますが、公営企業会計及び関係団体には出納整理期間が

存在しないため、連結に際して、普通会計において出納整理期間中に現金の受払い等がなされた

場合は、公営企業会計及び関係団体においても、これに対応する現金の受払い等が当該会計年度

末に終了したものとして調整を行っています。 
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＜留意点＞
この連結バランスシート（試案）は、総務省「連結バランスシート（試案）について」に基づいて作成しています。

この連結バランスシート（試案）は、本県と連携協力して行政サービスを実施している関係団体を連結して、一つの行政主体で
あるとみなして作成したものであり、関係団体の資産及び負債等が本県に帰属するものではない点にご留意下さい。

○

○

(単位：千円）

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固  定  負  債

　（１）地方公共団体 　（１）地方公共団体

　　①普通会計 2,225,980,393 　　①普通会計債 1,002,862,776

　 　　②公営事業会計 202,989,362 　　②公営企業債 66,090,133

　　　 地方公共団体計 2,428,969,755 　　　 地方公共団体計 1,068,952,909

　（２）関係団体 　（２）関係団体

　　①一部事務組合・広域連合 0 　　①一部事務組合・広域連合地方債 0

　　②地方独立行政法人 0 　　②地方独立行政法人長期借入金 0

　　③地方三公社 74,925,189 　　③地方三公社長期借入金 16,730,456

　　④第三セクター 8,178,339 　　④第三セクター長期借入金 52,491,068

　　　 関係団体計 83,103,528 　　　 関係団体計 69,221,524

    有形固定資産合計 2,512,073,283   （３）債 務 負 担 行 為 21,776

  （４）引　  　 当   　　金 233,328,212

（うち　退職給与引当金） 180,953,101

（　　　その他の引当金） 52,375,111

２．投   資   等   （５）そ　　   の　　   他 1,668,781

　（１）投資及び出資金 18,090,297     固 定 負 債 合 計 1,373,193,202

　（２）貸　　　付　　　金 35,505,472

　（３）基　　　　　 　　金 54,016,455 ２．流  動  負  債

　（４）退職手当組合積立金 0  （１）翌年度償還予定額

　（５）そ　　　の　　　他 70,446,698 　　①地方公共団体 91,847,403

    投  資  等  合  計 178,058,922 　　②関係団体 26,840,135

　　　 翌年度償還予定額計 118,687,538

 （２）翌年度繰上充用金 0

 （３）そ        の        他 8,165,342

３．流  動  資  産     流 動 負 債 合 計 126,852,880

 （１）現   金 ・ 預   金 68,207,349

 （２）未      収      金 15,324,903   負    債    合    計 1,500,046,082

 （３）そ　　　の　　　他 35,000,013

    流 動 資 産 合 計 118,532,265 ［資産・負債差額の部］

１．国庫支出金 690,668,277

２．都道府県支出金 0

３．他団体及び民間出資分 869,126

４．繰 延 勘 定 167,973 ４．一般財源その他 617,248,958

  資産・負債差額合計 1,308,786,361

 資    産    合    計 2,808,832,443  負債及び資産・負債差額合計 2,808,832,443

※債務負担行為（本表に計上されないもの）に関する情報

　①物件の購入等に係るもの 25,554,241 （  うち連結対象法人に対するもの 0 ）

　②債務保証又は損失補償に係るもの 137,761,000 （　　　同　　　　　　　　　上 133,411,000 ）

　③利子補給等に係るもの 4,596,497 （　　　同　　　　　　　　　上 0 ）

連結バランスシート （試案）
（平成１９年３月３１日現在）

借　　　　                   　　方 貸　　　　                   　方
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ひとくちメモ

 
 

 

【地方分権改革について】 

 
１ これまでの取り組み 

○ 平成１２年の地方分権一括法により、機関委任事務が廃止され、国と地方は、法的には対等、協力

の関係となりましたが、地方分権推進委員会が最終報告で示したように、税源移譲による地方税財源

の充実・確保は、残された大きな課題でありました。 
 
○ 「三位一体の改革」は、こうした経緯を踏まえ、地方税財源の充実・確保、国庫補助負担金の廃止

により国の関与をできるだけ排除することなど、真の地方分権の実現に向けた行財政の構造改革とし

て取り組まれると考えられていました。 
 
○ しかしながら、平成１８年度までの「三位一体の改革」においては、画期的とも言える約３兆円の

税源移譲が行われたものの、国庫負担補助金の廃止ではなく、補助率の引下げという手法が大部分を

占めたため、国の関与が残るなど「地方の自由度を高め、裁量権を拡大する」という観点からは極め

て不満の残るものでした。地方分権は、「未完の改革」にとどまっており、多くの国民の共感を呼び起

こし、それを支えに改革をもう一度動かすことが必要です。 
 
２ 第二期地方分権改革に向けて 

○ 平成１８年１２月に、地方分権改革推進法が成立し、平成１９年４月から、内閣府の地方分権改革

推進委員会において、地方分権改革の推進に関する基本的事項を調査審議し、その結果に基づき、地

方分権改革推進計画の作成のための具体的な指針を内閣総理大臣に勧告することとなりました。 
 
○ 平成１９年７月に、全国知事会は、地方分権改革推進委員会に対し、「中間的な取りまとめ」に盛り

込むように、 
① 税収が地方歳出に見合ったものとなるよう、より一層の税源移譲が必要であり、当面、国と地方

の税源配分５対５を目指すこと     
 ② 地方交付税が地方固有の共有財源であることを明確にするため、「地方共有税」として国の一般

会計を通さず特別会計に直接繰り入れをおこなう方式に改めること 
③ 国と地方の役割分担の見直しと一体的に権限・事務・財源を移譲すること 
④ 国庫補助負担金件数の大幅な削減、国の出先機関である地方支分部局の整理・合理化により、二

 重行政を廃し、国、地方を通じた簡素で合理的な行政組織を確立すること 
などの提言を行いました。 

  
○ 平成１９年１１月に、地方分権改革推進委員会が、来春以降、政府に対し順次行う勧告の方向性を

示す「中間的な取りまとめ」を公表しました。この取りまとめでは、国と地方の税源配分の見直しや

地域間の財政力格差の是正に向けた具体策については、今後の議論に委ねたものの、分権改革の理念

や検討の方向性を明確にしつつ、国の地方に対する義務付け・枠付けについて具体的な見直し方策を

示したことは評価できるものであります。 
  
○ 来春以降、順次なされる勧告が、地方の意見を十分踏まえ、真の地方分権につながるものになるよ

う期待するとともに、地方６団体が、一致結束してこの第２期地方分権改革に力強く取り組んでいか

なければならないと考えております。 

「地方分権」とは、 
個性豊かな地域社会の形成、少子高齢化社会への対応といった、新しい時代の課題に対し、「画一・

一律・硬直」から「多様・選択・柔軟」へという時代の大きな流れに的確に対応し得る、住民主導の

行政システムに切り替えていくことです。 


